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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第74期

第２四半期
連結累計期間

第75期
第２四半期
連結累計期間

第74期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　９月30日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　９月30日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （百万円） 86,506 110,718 191,254

経常利益 （百万円） 1,411 3,977 4,085

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,006 3,037 3,483

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 691 2,952 3,010

純資産額 （百万円） 146,527 152,799 148,460

総資産額 （百万円） 220,678 256,889 234,220

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 23.20 69.96 80.31

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.9 55.0 59.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △6,104 △3,348 △8,634

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △17,694 △12,785 △7,270

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,096 7,230 8,527

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 15,930 21,468 29,299
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回次
第74期

第２四半期
連結会計期間

第75期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自平成29年
　７月１日
至平成29年
　９月30日

自平成30年
　７月１日
至平成30年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △1.11 24.23

　（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（海外鉄鋼事業）

　前連結会計年度に持分法適用の関連会社であったベトナム・イタリー・スチール社は株式の追加取得により連結の

範囲に含めております。また、非連結子会社であったチー・バイ・インターナショナル・ポート社は、重要性が増し

たため連結の範囲に含めております。

　なお、ベトナム・イタリー・スチール社は当社の特定子会社に該当しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間における日本経済は、企業収益や雇用環境の改善などを背景に景気は緩やかな回復基

調で推移しました。一方で、米中の貿易摩擦の影響や地政学リスクの高まりにより、先行き不透明な状況が続きま

した。

当社グループの主要需要先である国内建設用鋼材市場では、建築・土木分野ともに需要は底堅く、堅調に推移し

ました。また、原材料である鉄スクラップの価格が７月以降上昇に転じましたが、徐々にではあるものの製品値上

げの浸透が進み、利益の源泉となる売買価格差（製品価格と原材料価格の差額）が改善しました。海外鉄鋼事業に

ついては、ベトナム・米国ともに堅調な鋼材需要に支えられ、増収増益となりました。

これらの結果、当社グループの連結売上高は前年同期対比24,212百万円（28.0％）増収の110,718百万円となり

ました。連結営業利益は前年同期対比2,668百万円（161.3％）増益の4,323百万円、連結経常利益は同2,566百万円

（181.8％）増益の3,977百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は同2,031百万円（201.9％）増益の3,037百

万円となりました。

 

セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

 

① 国内鉄鋼事業

当事業部門については、製品出荷量は前年同期対比1.8万トン増の84.3万トンとなりました。鉄スクラップ価格

は前年同期対比トン当たり7.4千円（26.0％）上昇しましたが、製品価格が同11.4千円（20.4％）上昇したため、

売買価格差は4.0千円（14.5％）拡大しました。

以上の結果、売上高は前年同期対比11,048百万円（21.8％）増収の61,679百万円、営業利益は同1,154百万円

（50.2％）増益の3,451百万円となりました。

 

② 海外鉄鋼事業

当事業部門は、ベトナムと米国にて鉄鋼事業を展開しております。

ベトナム・米国ともに、鋼材需要は引き続き堅調で製品出荷量が前年同期対比増加し、製品価格が上昇したため

売買価格差が拡大し、業績は好調に推移しました。

以上の結果、売上高は前年同期対比12,857百万円（39.3％）増収の45,593百万円、営業利益は同1,191百万円

（前年同期は125百万円の損失）増加し1,066百万円となりました。

 

③ 環境リサイクル事業

当事業部門については、中国の廃棄物輸入規制の強化により廃プラスチックなどの取扱量が増加したほか、ス

ポット案件の獲得などにより、売上高は前年同期対比275百万円（9.2％）増収の3,263百万円、営業利益は同253百

万円（90.3％）増益の532百万円となりました。

 

④ その他

子会社を通じた土木資材の販売および保険代理店業等のほか、当第２四半期連結累計期間より、ベトナムで港湾

事業を手掛けるチー・バイ・インターナショナル・ポート社（TVP社）の損益を連結決算対象に加えております。

売上高は前年同期対比32百万円（21.1％）増収の183百万円となりましたが、営業利益は同86百万円減少し73百万

円の損失となりました。
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(2) 財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産については、前連結会計年度末に比べて22,669百万円（9.7％）増加し、

256,889百万円となりました。これは、受取手形及び売掛金が6,344百万円、電子記録債権が1,921百万円、商品及

び製品が6,745百万円、流動資産その他が2,768百万円、建物及び構築物が4,177百万円、のれんが3,696百万円増加

し、現金及び預金が2,217百万円減少したこと等によります。

　負債については、前連結会計年度末に比べて18,330百万円（21.4％）増加し、104,089百万円となりました。こ

れは、支払手形及び買掛金が2,009百万円、電子記録債務が465百万円、短期借入金が14,772百万円、繰延税金負債

が475百万円増加し、長期借入金が162百万円、固定負債その他が120百万円減少したこと等によります。

　純資産については、前連結会計年度末に比べて4,339百万円（2.9％）増加し、152,799百万円となりました。こ

れは、親会社株主に帰属する四半期純利益3,037百万円、剰余金の配当1,304百万円、非支配株主持分の増加3,118

百万円、為替換算調整勘定の減少427百万円等によります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて7,831百万円減少し、

21,468百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以

下のとおりです。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、3,348百万円の支出となり、前年同期対比2,756百万円の支出の減少とな

りました。収支の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益4,369百万円、減価償却費3,548百万円、売上債権の増加

額5,081百万円、たな卸資産の増加額4,327百万円、法人税等の支払額923百万円等によります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、12,785百万円の支出となり、前年同期対比4,909百万円の支出の減少と

なりました。収支の主な内訳は、定期預金の預入による支出10,696百万円、定期預金の払戻による収入6,051百万

円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出5,458百万円、有形固定資産の取得による支出2,533百万

円等によります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、7,230百万円の収入となり、前年同期対比4,134百万円の収入の増加とな

りました。収支の主な内訳は、短期借入金の純増額10,720百万円、長期借入金の返済による支出1,494百万円、配

当金の支払額1,304百万円等によります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に生じた重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は75百万円であります。

 

(6) 従業員数

①連結会社の状況

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）はベトナム・イタリー・スチール

社（VIS社）を連結子会社化しました。これに伴い、海外鉄鋼事業における従業員数は833名増加しております。

　なお、従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であります。

②提出会社の状況

　当第２四半期累計期間において、提出会社の従業員数の著しい増減はありません。
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(7) 主要な設備

主要な設備の状況

当第２四半期連結累計期間において、ベトナム国のベトナム・イタリー・スチール社（VIS社）及びチー・バ

イ・インターナショナル・ポート社（TVP社）を連結子会社化したことに伴い、以下の設備が新たに当社グルー

プの主要な設備となりました。

なお、ベトナム・イタリー・スチール社の当該金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定

された金額であります。

 

会社名
（所在地）

セグメ
ントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物

及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
㎡)

その他 合計

ベトナム・イタ

リー・スチール社

本社工場等

（ベトナム国フンエ

ン省）

海外鉄

鋼事業

製造

設備
263 176

－

[77,742

㎡]

42 481 358

ベトナム・イタ

リー・スチール社

ハイフォン工場

（ベトナム国ハイ

フォン市）

海外鉄

鋼事業

製造

設備
1,808 1,587

－

[164,582

㎡]

58 3,452 475

チー・バイ・イン

ターナショナル・

ポート社

本社等

（ベトナム国バリア

ブンタウ省）

その他
港湾

設備
2,730 757

－

[422,135

㎡]

128 3,615 83

（注）帳簿価額のうち、「土地」の[　]内は賃借面積（㎡）を表示しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,300,000

計 150,300,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 44,898,730 44,898,730
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 44,898,730 44,898,730 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 44,898,730 － 18,516 － 19,362
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 11,592,932 26.68

高島　秀一郎 大阪府豊中市 4,347,460 10.00

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（三井住友信託銀

行再信託分・エア・ウォーター

株式会社退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,600,400 5.98

高島　成光 兵庫県神戸市灘区 2,233,000 5.14

三井物産株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目１番３号 1,470,000 3.38

合同製鐵株式会社  大阪府大阪市北区堂島浜２丁目２番８号 1,347,000 3.10

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東

京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）
1,322,813 3.04

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－11 872,300 2.01

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE

NVI01（常任代理人　香港上海

銀行東京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14

5NT, UK

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

796,100 1.83

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 756,800 1.74

計 － 27,338,805 62.90

（注）１　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託

銀行再信託分・エア・ウォーター株式会社退職給付信託口）
  2,600,400株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）   872,300株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   756,800株

２　日本バリュー・インベスターズ株式会社から、平成30年８月１日付で大量保有報告書の変更報告書が公衆の

縦覧に供されておりますが、当社として平成30年９月30日現在における実質所有状況の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

日本バリュー・インベス

ターズ株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番１

号
2,878,500 6.41
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　1,439,600
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　43,452,400 434,524 －

単元未満株式 普通株式　6,730 － －

発行済株式総数 44,898,730 － －

総株主の議決権 － 434,524 －

　（注）１　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

２　従業員持株会支援信託が保有する当社株式32,200株（議決権322個）は「完全議決権株式（その他）」に含

まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

共英製鋼株式会社

大阪市北区堂島浜１丁目

４－16
1,439,600 － 1,439,600 3.21

計 － 1,439,600 － 1,439,600 3.21

（注）従業員持株会支援信託が保有する32,200株は、上記自己株式には含めておりません。

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 36,069 33,853

受取手形及び売掛金 43,545 49,889

電子記録債権 11,752 13,673

有価証券 5,400 4,400

商品及び製品 22,457 29,202

原材料及び貯蔵品 15,263 16,692

その他 3,914 6,682

貸倒引当金 △139 △626

流動資産合計 138,261 153,765

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 17,514 21,691

機械装置及び運搬具（純額） 34,818 36,946

土地 24,122 24,135

その他（純額） 974 1,119

有形固定資産合計 77,428 83,892

無形固定資産   

のれん 550 4,246

その他 1,930 2,680

無形固定資産合計 2,480 6,926

投資その他の資産   

投資有価証券 11,231 9,371

その他 4,887 3,000

貸倒引当金 △66 △66

投資その他の資産合計 16,051 12,305

固定資産合計 95,958 103,123

資産合計 234,220 256,889
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 21,251 23,260

電子記録債務 432 896

短期借入金 29,788 44,560

1年内返済予定の長期借入金 2,971 2,975

未払法人税等 846 1,251

賞与引当金 709 975

役員賞与引当金 20 12

その他 9,214 9,440

流動負債合計 65,229 83,369

固定負債   

長期借入金 16,820 16,657

繰延税金負債 456 932

再評価に係る繰延税金負債 2,433 2,433

役員退職慰労引当金 11 11

退職給付に係る負債 70 66

その他 741 621

固定負債合計 20,530 20,721

負債合計 85,760 104,089

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,516 18,516

資本剰余金 21,493 21,209

利益剰余金 93,909 95,536

自己株式 △1,809 △1,762

株主資本合計 132,109 133,499

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,425 1,494

繰延ヘッジ損益 △48 137

土地再評価差額金 4,618 4,618

為替換算調整勘定 1,706 1,279

退職給付に係る調整累計額 201 204

その他の包括利益累計額合計 7,901 7,732

非支配株主持分 8,450 11,568

純資産合計 148,460 152,799

負債純資産合計 234,220 256,889
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 86,506 110,718

売上原価 78,780 99,667

売上総利益 7,726 11,051

販売費及び一般管理費 ※ 6,071 ※ 6,728

営業利益 1,654 4,323

営業外収益   

受取利息 126 247

受取配当金 130 95

持分法による投資利益 39 －

為替差益 9 －

その他 137 121

営業外収益合計 441 462

営業外費用   

支払利息 639 657

持分法による投資損失 － 6

為替差損 － 93

その他 44 51

営業外費用合計 684 808

経常利益 1,411 3,977

特別利益   

固定資産除売却益 6 13

関係会社出資金売却益 7 －

段階取得に係る差益 － 549

その他 － 48

特別利益合計 13 610

特別損失   

固定資産除売却損 164 209

事故関連損失 165 －

その他 21 9

特別損失合計 350 218

税金等調整前四半期純利益 1,075 4,369

法人税等 382 1,204

四半期純利益 692 3,165

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△314 128

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,006 3,037
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 692 3,165

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 651 69

繰延ヘッジ損益 △55 239

為替換算調整勘定 △638 △525

退職給付に係る調整額 41 3

その他の包括利益合計 △1 △213

四半期包括利益 691 2,952

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,325 3,042

非支配株主に係る四半期包括利益 △634 △90
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,075 4,369

減価償却費 3,292 3,548

のれん償却額 68 66

引当金の増減額（△は減少） 208 293

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △13 △3

持分法による投資損益（△は益） △39 6

固定資産除売却損益（△は益） 158 196

段階取得に係る差損益（△は益） － △549

受取利息及び受取配当金 △256 △342

支払利息 639 657

売上債権の増減額（△は増加） △10,891 △5,081

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,574 △4,327

仕入債務の増減額（△は減少） 5,077 418

未払消費税等の増減額（△は減少） 211 275

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 43 △18

その他 23 △1,578

小計 △4,980 △2,069

利息及び配当金の受取額 276 345

利息の支払額 △596 △701

法人税等の支払額 △805 △923

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,104 △3,348

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △16,411 △10,696

定期預金の払戻による収入 341 6,051

有価証券の取得による支出 △3,000 △2,000

有価証券の売却による収入 5,000 3,000

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

子会社出資金の売却による収入 107 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △5,458

預け金の預入による支出 △25 △1,272

預け金の払戻による収入 27 1,237

貸付けによる支出 △5 △835

貸付金の回収による収入 16 18

有形固定資産の取得による支出 △3,620 △2,533

有形固定資産の売却による収入 17 5

無形固定資産の取得による支出 △47 △133

その他 △93 △169

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,694 △12,785

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,478 10,720

長期借入金の返済による支出 △1,535 △1,494

自己株式の処分による収入 58 47

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △708

配当金の支払額 △870 △1,304

非支配株主への配当金の支払額 △15 △11

その他 △20 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,096 7,230

現金及び現金同等物に係る換算差額 △107 △215

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △20,809 △9,119

現金及び現金同等物の期首残高 36,740 29,299

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 1,288

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 15,930 ※ 21,468
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度に持分法適用の関連会社であったベトナム・イタリー・

スチール社は株式の追加取得により連結の範囲に含めております。また、非連結子会社であったチー・バイ・

インターナショナル・ポート社は、重要性が増したため連結の範囲に含めております。

 

（追加情報）

（従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

１．取引の概要

　当社は、中長期的な企業価値向上に対するインセンティブを、当社グループ従業員に付与することにより労働

意欲の向上を促し、また従業員持株会の活性化および安定的な財産形成を促進することを目的として、従業員イ

ンセンティブ・プラン「従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）を導入してお

ります。

　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）を参考に、わが国の法令に準拠する

ように設計した従業員の株式保有を促進するスキームであり、従業員持株会と信託を組み合わせることで、信託

ファンドは持株会が将来にわたって購入する株式を一括して確保することができます。併せて従業員の福利厚生

制度の拡充、従業員のモチベーションアップなどの目的を実現することも可能な制度であります。

　当社が共英グループ従業員持株会（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の要件を

充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は、信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の当

社株式を、予め定める取得期間内に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却

します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、期間中に取得した株式数に応じて受益者た

る従業員に金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、責任財

産限定特約付金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が金融機関に対して一括して弁済するため、従業員へ

の追加負担はありません。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末109百万円、57千株、当

第２四半期連結会計期間末62百万円、32千株であります。

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度末106百万円、当第２四半期連結会計期間末54百万円であります。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（平成30年９月30日）

チー・バイ・インターナショナル・

ポート社
1,595百万円 －百万円

 

（注）チー・バイ・インターナショナル・ポート社については、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めた

ため、記載しておりません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日

　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日

　　至 平成30年９月30日）

発送運賃 2,652百万円 3,070百万円

貸倒引当金繰入額 11 32

役員報酬 299 337

給与手当 933 909

賞与引当金繰入額 261 280

役員賞与引当金繰入額 46 12

退職給付費用 41 40

役員退職慰労引当金繰入額 1 1

減価償却費 112 202

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　 ※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は

      次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金 35,474百万円 33,853百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △21,943 △14,785

預入期間３ヶ月以内の譲渡性預金 2,400 2,400

現金及び現金同等物 15,930 21,468
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月28日

取締役会
普通株式 869 20 平成29年３月31日 平成29年６月12日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託が保有する自社の株式に対する配当金２百万円を含んでおります。

 

　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

　　なるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 435 10 平成29年９月30日 平成29年12月８日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託が保有する自社の株式に対する配当金１百万円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年９月30日）

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年４月27日

取締役会
普通株式 1,304 30 平成30年３月31日 平成30年６月11日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託が保有する自社の株式に対する配当金２百万円を含んでおります。

 

　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

　　なるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年10月31日

取締役会
普通株式 435 10 平成30年９月30日 平成30年12月７日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託が保有する自社の株式に対する配当金０百万円を含んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 国内鉄鋼事業海外鉄鋼事業
環境リサイ
クル事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 50,630 32,736 2,988 86,355 152 - 86,506

セグメント間の内部売上高又

は振替高
79 - 469 548 - △548 -

計 50,709 32,736 3,457 86,902 152 △548 86,506

セグメント利益又は損失（△） 2,297 △125 280 2,452 12 △809 1,654

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、土木資材販売業・保険代理店業

等であります。

　　　２　「セグメント利益又は損失（△）」の調整額△809百万円には、セグメント間取引消去９百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△818百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない提出会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

 　　　３　「セグメント利益又は損失（△）」は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　該当事項はありません。

 

　　（のれんの金額の重要な変動）

　　　海外鉄鋼事業セグメントにおいて、前連結会計年度に連結子会社米国共英製鋼会社を通じてビントン・スチール

社及び同社子会社１社の持分を100％取得したことに伴い、暫定的に算定されたのれん375百万円を計上しておりま

したが、第１四半期連結会計期間に取得原価の配分が完了したことから、705百万円に変動しております。

 

　　（重要な負ののれん発生益）

　　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 国内鉄鋼事業海外鉄鋼事業
環境リサイ
クル事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 61,679 45,593 3,263 110,535 183 - 110,718

セグメント間の内部売上高又

は振替高
16 - 621 637 100 △736 -

計 61,695 45,593 3,884 111,171 283 △736 110,718

セグメント利益又は損失（△） 3,451 1,066 532 5,049 △73 △652 4,323

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、港湾事業、土木資材販売業・保

険代理店業等であります。

　　　２　「セグメント利益又は損失（△）」の調整額△652百万円には、セグメント間取引消去19百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△672百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない提出会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

 　　　３　「セグメント利益又は損失（△）」は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　該当事項はありません。

 

　　（のれんの金額の重要な変動）

　　　平成30年５月14日にベトナム・イタリー・スチール社の株式の追加取得を行い子会社化いたしました。これによ

り、海外鉄鋼事業セグメントにおいてのれんの金額が増加しております。当該事象によるのれんの増加額は、当第

２四半期連結累計期間においては3,775百万円であります。なお、のれんの金額は当第２四半期連結会計期間末に

おいては、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

 

　　（重要な負ののれん発生益）

　　　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

取得原価の当初配分額に見直しがなされた場合の修正金額

平成30年５月14日付にて当社が取得したベトナム・イタリー・スチール社の取得原価配分について、第１四半期連

結会計期間において暫定的な会計処理を行っております。当第２四半期連結会計期間においても、引き続き暫定的な

会計処理を行っておりますが、直近での入手可能な合理的な情報に基づく取得原価の配分の見直しを行ったことによ

り、のれんについて以下の修正を行っております。

のれん（修正前） 5,089百万円

のれん（修正後） 3,775百万円

 

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

１．取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 ベトナム・イタリー・スチール社

事業の内容　　　 鉄鋼の製造及び販売事業

②企業結合日

平成30年７月６日 （200万株）

平成30年７月19日 （200万株）

平成30年８月３日 （100万株）

③企業結合の法的形式

非支配株主からの株式の取得

④結合後企業の名称

変更はありません。

⑤その他取引の概要に関する事項

平成29年11月の同社への資本参加後、平成30年５月に株式追加取得により当社出資比率を65.0％まで高め、同

社を子会社化しておりましたが、当社グループのベトナム北部戦略の一環として、このたび同社株式500万株

を追加取得し、当社のVIS社における出資比率を71.7％といたしました。

これにより、同社と同じくベトナム北部で操業する当社の連結子会社キョウエイ・スチール・ベトナム社（ベ

トナム国ニンビン省）とのシナジー効果を高め、ベトナム北部市場における当社グループの存在感をより一層

高めてまいります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の

取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．子会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　現金　　　　708百万円

取得原価　　　　　　　　　　　708百万円
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 23円20銭 69円96銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
1,006 3,037

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,006 3,037

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,359 43,414

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．従業員持株会支援信託が所有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております。当該信託が所有する当社株式の期中平均株式数は、前第２

四半期連結累計期間100千株、当第２四半期連結累計期間45千株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　平成30年10月31日開催の当社取締役会において、平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、剰余金の配当を次のとおり行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　        435百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　         10円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成30年12月７日

　　(注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託が保有する自社の株式に対する配当金０百万円を含んでおります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月12日

共英製鋼株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 淺野　禎彦　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 龍田　佳典　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共英製鋼株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共英製鋼株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

       ２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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